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はじめに

2007年に迎える創立125周年。早稲田大学ではこの年を「第二の建学」と位置づけ、様々な大学改革に取

り組んでいる。高等教育を取り巻く環境は、国立大学法人化のみならず、地球規模で優秀な人材の獲得競争

が繰り広げられ、高等教育機関に対しては、教育研究活動やその成果を世界的に問われる熾烈な競争社会に

突入した。

このような環境下で、本学が「第二の建学」を経て世界レベルで存在感のある大学、World- Class Uni-

versity として輝き続けることを目標に、今回、2005年度までの９ヵ年にわたる情報化推進プログラムを総

括し、新たな情報化推進計画を策定した。

我が国全体の情報化推進は、2001年１月に内閣 IT 戦略本部が策定した e- Japan戦略にもとづいて「2005

年に世界最先端の IT 国家となる」ことを目標に掲げて展開されている。さらに2005年２月には「IT 政策

パッケージ-2005」（IT 戦略本部）が作成され、2006年以降のポイントとして「国民に身近な分野での取組

みを強化」することをあげ、「教育・人材」「情報セキュリティ・個人情報保護」「研究開発」など８分野が

示されている。このことからも豊かな社会の実現に対して求められている大学の情報化推進が果たす役割の

大きさを認識する必要があるであろう。

1995年に策定された早稲田大学情報化推進プログラム（1997―2005年度）は、1997年度からの９か年で計

画され、９か年は更に３年ごとの３期にわたって構成されている。各期に掲げた目標は次のとおりであっ

た。

第Ⅰ期：５万人の学生教職員が利用できる情報環境の整備

第Ⅱ期：情報環境を活用した教育研究スタイルの変革

第Ⅲ期：グローカルユニバーシティの実現

今回あらたに策定した情報化推進プログラム（2006―2014年度）は、本学の目標を「World- Class Uni-

versity の実現」と設定し、本学が世界あるいはアジア太平洋地域の中で存在感のある大学となるために、

情報化の推進によって具体化できる施策を９か年で計画したものである。

まず、目標を可能な限り明確化するために、第１章において「早稲田大学の世界的なポジション」や「教

育のグローバル化の現実」など、大学の置かれている状況や早稲田大学が目指す方向性について提示した。

引き続き第２章において1995年に策定した「情報化推進プログラム（1997―2005年度）」を総括し、建学

の理念を拠りどころとする中で、今後の情報化を推進する立場から取り組むべき方向性について言及する。

第３章では「World- Class University の実現」という目標を達成するため、情報化推進プログラム

（2006―2014年度）実施にあたっての情報化推進戦略と実施計画を提示した。

第４章では第３章で述べた情報化推進プログラム（2006―2014年度）のスケジュールを提示する。

2― ―



3― ―

第１章 W orld - C lass U nive rsity 実現に向けた教育研究の国際競争力強化

１―１．早稲田大学の世界的なポジション

The Times Higher Education Supplement (THES) は「WORLD UNIV ERSITY RANKINGS（2004年11月５

日）」（巻末に掲載）として、世界の200大学を発表した。このランキングで200位までにランクインした日本

の大学は東京大学（12位）京都大学（29位）東京工業大学（51位）大阪大学（69位）東北大学（153位）名

古屋大学（167位）の国立大学法人６大学となっている。「ランキング」はその指標となる項目の設定次第で

変動し、THESは文系諸学部の評価では英語圏が優位であり、またランキング付けするのにそぐわない学問

もあることも確かだが、大学の世界的評価は研究成果が主要な指標となっているようだ。

当然のことながら早稲田大学の世界的なポジションはこのようなランキングだけで測定できるものではな

いが、情報化推進プログラムの目標をより明確に設定するため、現在早稲田大学は世界200位グループであ

ると想定した。一方で国際的な競争力をアピールするうえでは、このようなランキングの指標を意識して将

来の戦略を構築することが効果的であることがわかる。

１―２．教育のグローバル化の現実

社会・経済・文化のグローバル化にともない、大学においても海外分校や拠点の設置、海外大学等との連

携、e- Learning等教育コンテンツの提供や研究展開等、国際的な協調、協力関係が進展し、大学間の競争が

激しさを増している。特に、IT 技術の進化とブロードバンドネットワークの普及は国内外を問わずグロー

バル化を進める大きな要因となっている。

欧米ではアメリカ・イギリスなどが、東アジア・東南アジア各国に現地校を開設し、現地の教育のみで学

位を得られるような仕組みを提供している。また、中国・シンガポール等アジアの国々でも、この動きに順

応し、外国の優れた高等教育機関を誘致するなどの施策を展開している。

早稲田大学においても、中国・韓国・タイ・シンガポールに拠点を設け、さらに北京大学とのダブルディ

グリーなど、このような国際動向に積極的に対応し、アジア太平洋地域での教育研究のネットワークを構築

し、アジア地域で存在感のある大学となることを目指している。

今後は、学生・教員の物理的移動を伴わないオンデマンド授業などを利用した e- Learning等による教育

がますます進展していくこととなろう。このようなグローバル化の先駆けとして、早稲田大学では、チュー

トリアルイングリッシュ、ＣＣＤＬ（異文化交流遠隔共同ゼミ）、サイバーゼミ・サイバーレクチャーの３

ステップメソッドによる英語教育を実践している。これは単なる英語教育にとどまらず、地球市民として国

際社会のなかで相互の信頼と共生を支える基盤として、他者の文化・歴史・宗教・風俗習慣等を理解・尊敬

し、他者とコミュニケーションをとることができる能力を磨くための仕組みである。

１―３．10年後に世界 Top 100、アジア Top 10 の大学に

早稲田大学の現在の世界的なポジションを上記１―１で200位グループと想定した。

情報化推進プログラム（2006―2014年度）は、このポジションを世界 TOP 100、アジア TOP10を目標と

して策定する。
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この目標を達成するために本プログラムでは、以下の３つの視点からそれぞれの方策を構築した。

満足度の向上 ⇒ 学生さらには社会のための大学づくり

教育研究プロセスの再構築 ⇒ 教育研究の活性化

学習し成長する組織体制の再構築 ⇒ 教育研究支援体制の高度化

これらに基づく方策は「独創的な先端研究への挑戦（学問の独立）」「全学の生涯学習機関化（学問の活

用）」「地球市民の育成（模範国民の造就）」という「建学の理念」を基本として実現される。このことに

よって、早稲田大学の自由で特色ある教育研究活動を展開して国際競争力を高め World- Class University

を実現する。
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第２章 情報化推進プログラム（1997-2005年度）総括および今後の方針

２―１．情報化推進プログラム（1997―2005年度）とは

「情報化推進プログラム（1997―2005年度）」とは、1995年11月に理事会から公表された「グローカ

ル・ユニバーシティの実現をめざして」の中で示されている大学改革を進める過程において「情報化推

進」という枠組みのなかで描かれた早稲田大学の将来像そのものであり、“早稲田大学の特徴を活かした

全キャンパス情報ネットワークを構築し、教育と研究のオープン化を図ることによって、自由で開放的な

交流と創造の場としてのグローカル・ユニバーシティの実現を目指す”ことを目的として1995年に策定さ

れた。

プログラムは、第Ⅰ期（1997―1999年度）、第Ⅱ期（2000―2002年度）、第Ⅲ期（2003―2005年度）の９

か年計画から構成され、第Ⅰ期では情報ネットワークシステムを構築するために情報インフラを整備する

ステップとして「５万人の学生教職員が利用できる情報環境の整備」を、第Ⅱ期では教育・研究スタイル

を変革するために教育・研究のオープン化を推進するステップとして「情報環境を利用した教育研究スタ

イルの変革」を、そして第Ⅲ期では国際化・学外連携を視野に入れた真の「グローカル・ユニバーシティ

の実現」を、それぞれ目標とし実施されてきた。６ページ別紙１参照

２―２．情報化推進プログラム（1997―2005年度）の成果

第Ⅰ期（1997―1999年度）実施概要

「グローカル・ユニバーシティの実現」のための前提となる「教育研究のオープン化」を具体化する

ため必要な変革の中でも、「５万人の学生・教職員が共通に利用できる情報環境の整備」がそれらを実

現するための必要最低限の前提条件と位置付けたのが第Ⅰ期であった。

「いつでも、どこでも５万人の学生教職員が利用できる情報インフラの整備」を目標に「情報ネット

ワーク化」「マルチメディア化」「コンテンツのデジタル化」等を実施し、学部共通端末室など一定水準

のインフラ環境を整備したが、マルチメディア化やコンテンツのデジタル化については量的な規模とし

ては必ずしも充分とはいえなかった。コンテンツ拡充のために教員に負担がない体制作り（＝第Ⅱ期で

IT センターとして整備）や、コンテンツの共有化の課題が残った。なお、同時に第Ⅱ期実施計画で予

定していたネットワーク型の教育方法確立のための実施計画に一部着手した。

第Ⅱ期（2000―2002年度）実施概要

第Ⅰ期で整備された情報インフラを活用して「教育研究のオープン化」を促進し「教育・研究スタイ

ルの変革」を達成することを目標とした第Ⅱ期では、ネットワークを最大限に活用した「ネットワーク

型授業」「ネットワーク型共同ゼミ」「ネットワーク型外国語学習」などの新たな教育研究形態を提案

し、正規授業として活用できるまでに推進し「教育スタイルの変革」において一定の成功をおさめた

が、「研究スタイルの変革」については一部での取組みに止まるという課題を残した。ネットワーク型

授業においてもシステムの利用は一部に止まっており、資格関連・実務教育等への展開など全学的展開

が今後も必要となっている。
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職員業務の分野では、情報化スキルアップ研修を通じて、職員の情報化スキルの向上を目指し、ネッ

トワーク型オフィスを活用するための下地の準備、従来型の管理運営型業務から教育研究支援業務や新

規業務への参画を推進できるよう、レベルアップを促進した。

さらに、大学の経営構造改革を一層促進するために、デジタルキャンパスコンソーシアム（DCC）等

を通じ新たな外部資金を獲得するとともに早稲田大学ラーニングスクエア、早稲田大学インターナショ

ナルといった合弁企業の設立、遠隔授業などの事業化検討などを実施した。また、IT 企業との包括的

契約による情報関連業務の戦略的アウトソーシングの積極的な展開により、事業化を視野に入れた IT

センターの体制を再編・充実させ、教職員のみならず学生に対しての情報支援サービスを開始した。

第Ⅲ期（2003―2005年度）実施概要

2001年５月に公表された「21世紀の教育研究グランドデザインに関する理事会の基本的な考え方」で

示されている「改革の重点目標」に基づき、単に手段としての「情報化推進」にとどまらず、「国際

化」、「学外連携」も含めた３つの要素の有機的な結び付きを重視しているのが第Ⅲ期である。「グロー

カル・ユニバーシティの実現」に至るまでの一過程として《アジアを代表する World- Class Universi-

ty の実現》という目標を設定し、その具現化のため、１）異文化の日常化による国際的な競争力を

持った教育研究内容・方法の確立、２）生涯学習機関化の実現による社会への貢献、３）社会と連携し

た研究開発と新産業の創出、４）人的・経済的資源の有効活用による経営構造改革の実現、といった４

つの目標を視野に入れた取組みを行った。

オンデマンド授業科目の拡大（2004年度260科目）、ネットワーク型共同ゼミの拡大（海外21カ国44大

学）、遠隔入学前教育実施・遠隔生涯学習プログラムの実施方法検討、海外現地向け講座配信に向けた

提案活動、実務能力認定機構との連携講座実施検討、など、新たな教育研究形態について更に推進し

た。オンデマンド授業の成果は我国初のインターネットによる受講のみで学士号取得可能な人間科学部

通信教育課程の開設として結実し、オンデマンド授業流通フォーラムを通じて他大学・企業との連携も

より強化されたが、「国際化」「学外連携」を含め当初想定した数値目標には到達しておらず、今後も引

き続き推進していく必要がある。

また職員業務についても、次世代型事務システムの導入をトリガーとした管理運営型業務からプロ

ジェクト推進型業務・サービス型業務への重点移行による業務の構造改革・人的資源の有効活用を推進

したが、達成度は不充分と言わざるを得ない。

(4) 情報化推進プログラム（1997―2005年度）の総括

別表１「情報化推進プログラム（1997―2005年度）総括」（８ページ～15ページ参照）
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２―３．情報化推進プログラム（2006―2014年度）の方針

今後の情報化推進について

情報化推進プログラム（1997―2005年度）により、IT ネットワーク技術が浸透し教育研究スタイル

の変革が生まれてきている。今後も情報化推進プログラム（1997―2005年度）の評価に基づく成果の

拡大・拡充をすすめつつ、教育研究の活性化と教育研究支援体制の高度化とが相まって、「学生さらに

は社会のための大学づくり」となる情報化推進策とする予定である。

教育研究の活性化や教育研究支援体制の高度化を下支えする情報インフラ・システムと組織・制度

などを含む環境の整備は、第Ⅰ期（2006―2008年度）基盤の整備と統合管理、第Ⅱ期（2009―2011年

度）利用評価・定着と拡大、第Ⅲ期（2012―2014年度）社会への還元と展開、として実施し、情報化

社会にマッチした教育研究を支援する IT 環境の提供を行うこととする。

具体的には、この下支えにより、教育研究プロセスの再構築としての「教育研究の活性化」とし

て、教育研究支援基盤の充実（第Ⅰ期）、教育研究の多様化と質の向上（第Ⅱ期）、国際競争力の強化

（第Ⅲ期）を目指し、それに呼応して、学習し成長する組織体制の再構築としての「教育研究支援体

制の高度化」として、学生サービス・教育研究支援体制の確立（第Ⅰ期）、創造的業務の実現（第Ⅱ

期）、経営基盤の確立（第Ⅲ期）の実現を目指すこととする。

こうした教育研究の活性化や教育研究支援体制の高度化を行うことにより、満足度を向上するため

の「学生さらには社会のための大学づくり」として、いつでもどこでも安心して学べる環境の提供

（第Ⅰ期）、社会と連携した多様な教育研究の提供（第Ⅱ期）、世界レベルの教育研究の提供（第Ⅲ

期）といった環境の提供を行うこととする。

これにより、学業における利便性の向上が図られ、多様性を活かすための人材育成を実現し、世界

規模の教育研究プログラムの定着がなされることとなる。

結果、授業・研究そのものの活性化や職員の業務・サービスの高度化によって満足度の高い「学生

さらには社会のための大学」となり、あわせて、情報化社会にマッチした教育研究を支援するIT環境

を基盤とした国際化・学外連携を視野に入れた情報化推進を行うことにより、21世紀における建学の

理念の実現が可能となり、これらのことによって、早稲田大学の自由で特色ある教育研究活動をさら

に展開し国際競争力を高め World- Class University が実現されるのである。

こうした方針のもと、今後の情報化推進の具体策である「情報化推進プログラム（2006―2014年

度）」が策定され、その実施によって、21世紀における建学の理念を実現し、アジア TOP 10 の大学

を目指した「World- Class University の実現」を情報化推進担当箇所として支援していくこととす

る。17ページ図「情報化推進プログラムの全体構想」参照。
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情報化推進プログラムの可能性

学生にとっての可能性

・個人ごとのキャリアプランや学問的興味を入力することで示される推薦科目一覧を参考に自らの

目標設定に沿った満足のいく履修科目選択を行うことができる。

・教員から授業に関するお知らせや個別のサジェスチョンが直接本人にメールで届けられる。授業

の予習・復習を、担当教員がアップロードした教材を用いて効果的に行うことができる。質問や

意見は教室での授業時間外でも自宅等から授業用 BBSに投稿することができ、他の受講生や教員

からのレスポンスを受けることで授業のテーマを深めることができる。また、授業によってはグ

ループワーク用の BBSを利用して、遠隔・非同期でのグループワークを行うこともできる。小テ

ストやレポートもオンラインで回答・提出することができ、採点結果もフィードバックされるこ

とで自らの弱点を克服するための指標を得ることができる。出席状況も含め、授業での自己のパ

フォーマンスを確認できるため、成績判定に納得することができる。

・オンデマンド授業のさまざまな展開により、従来履修希望者が多く高倍率の抽選科目であった人

気科目も抽選なしで履修することができたり、図書館の利用の仕方、レポート・論文の書き方、

情報リテラシーなど基礎教養コンテンツを繰り返して受講することで徹底して身につけることが

できる。

・入学してから卒業するまでの様々なアクティビティを一元的に記録することで、自らのテーマに

沿った学習・研究を長期的にかつ効率的に進めることができる。

教員にとっての可能性

・受講生に提供する各種教材をアップロードしたり、科目の受講生全員（あるいは個別）にお知ら

せ（メール）を出すなどして学生の学習フォローを効果的に進めることができる。また、レポー

トや小テスト、アンケートなどをオンラインで実施することで、学生へのフィードバック（添

削、コメント、採点結果、集計結果の開示など）を容易に行うことができる。また、学生の出席

状況やBBSにおける発言の質と量などを含め、個別の学習状況（教材コンテンツの参照状況、小

テストの結果、レポートの結果など）をいつでも参照することができ、成績評価のための指標を

一元的に管理することができる。これらにより、評価基準と到達目標を明確化し、評価結果を開

示することで学生のモチベーションを高める。また、小テスト採点結果やアンケート集計結果、

BBS投稿記事などから受講生の授業内容への理解度を把握することにより、的確な授業内容の軌

道修正やフォローを実施することができる。

・教材等の作成と学生への配布、レポート・小テスト・アンケートの作成、実施（配布・回収・

チェック）、採点・集計、学生へのフィードバックなどの授業実施のための周辺業務の負担をシ

ステムを利用することにより軽減でき、専門分野の教育研究活動に専念することができる。

・論文作成・投稿、各種研究費申請書類作成などについて、各種のサービスを受けることができ、

その結果負担が軽減し、その分内容を高めることができる。
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学生－ さまざまなリソースへのアクセス利便性向上により満足できる学業体験

教員－ 雑務からの解放と各種サポートサービスによる教育研究への専念

職員－ 伝統的管理型業務から教育研究支援業務へのシフトによる業務の活性化

学生、教職員にとっての可能性のまとめ

職員にとっての可能性

・次世代システムによるネットワークオフィスの促進に伴い、伝統的な中継業務・管理型業務が効

率化され、教育研究の直接的支援業務、プロジェクト型業務、新規事業推進業務などに重点が移

行していく。構造改革が進み、人的資源・経済的資源を有効活用することにより大学の経営構造

改革を促進する。

・汎用的インフラの開発により、システム開発手法（WISDOM）や遠隔教育手法およびコンテンツ

を普及・流通することで、他大学を含めた一般社会への高等教育の普及に貢献する。

・セキュアなネットワーク型オフィス（＝自宅勤務等）の実現により、育児や介護など高負荷な生

活のバックグランドにも対応できる多様な勤務形態を実現する。

校友にとっての可能性

・社会人向けオンデマンドコースの履修により遠隔地からでも、あるいは多忙な就業の合間を利用

してリカレント教育を受けることができる。また、校友向けに提供される多彩なコンテンツ配信

サービスを受けることができる。

・卒業後もキャリア形成に活かすことのできる資格取得などに必要な授業の履修に関するナビゲー

ションを受けることができる。

社会にとっての可能性

・遠隔講義の普及・コンテンツ開発などにおいて、産学連携の仕組みを維持・発展することで、企

業が有機的に大学と関わるチャンネルを持つことができる。

・社会のニーズに適応し教養をしっかりと身につけた優秀な人材を多数輩出することにより、より

よい社会を形作るための礎を築くこととなる。

情報化推進プログラムの可能性

・情報化戦略の推進により、直接的に、または間接的に教育・研究の質の向上に資することとな

り、学生、教員、職員はもとより校友をはじめとする社会一般から高い評価を得て、国際競争力

のある「アジアに存在感のある大学」としての地位を築く。また、学生、教員、職員、校友、社

会、海外大学（教員・学生）それぞれに対して多彩なチャンネルを用いて一層の大学のオープン

化を実現することにより、結果として相互の絆を深め、ワセダファミリーづくりの土台を築く。
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第３章 W orld - C lass U nive rsity 実現のための情報化戦略と実施計画

３―１.W orld - C lass U nive rsity 実現のための情報化戦略

情報化推進プログラム（1997-2005年度）で実施した５万人の学生教職員が共通に使える情報基盤とし

ての「Waseda- netポータルシステム」の開発は、これまで「教育」「研究」「業務」というカテゴリー毎

に設計されてきた情報システムを、システマティックに連携・統合し、ワンストップサービスを実現する

ための基盤整備であった。

情報化推進プログラム（2006―2014年度）では、ポータルという共通基盤を利用しながら以下のような

情報システム構築を目指すことにより、教育研究活動の活性化に寄与することを目指している。

■情報化戦略の方向性

データ管理・加工中心の情報システムから「教育」「研究」「業務（経営）」を直接的に支援し貢献す

るサービスシステムへのシフト

⇒教育研究活動をより活性化させ、教育研究個々の目標達成度を高める

教育研究デジタルコンテンツ制作・利用の推進

⇒利用者である学生教職員を支援するための組織・体制・仕組みの一層の充実化

情報化は大学を円滑に機能させるための共通基盤

⇒教育研究の現場に視線を合わせた利用者のためのシステム構築

⇒安全で快適な教育研究基盤を保障する基盤システム・インフラの整備

情報処理教育から情報活用・応用教育へのシフト

⇒情報技術を基盤とした「基礎」「応用」「実務」教育カリキュラム、汎用性のある IT 活用教育

大学業務の構造改革推進

⇒・管理運営型の業務からプロジェクト推進・サービス型の業務への重点シフト

・多様な業務に対応するための人材育成プログラムの充実化

具体的計画を実現するための多様な方策の検討

⇒・共同開発、共同研究など企業との提携策

・外部の資金・人材・技術導入のための産学連携策の検討

・アウトソーシングによる経費節減

・関連企業との役割分担の検討 など

■実施計画の骨子

サイバーセキュアキャンパスの構築

・安心・快適な教育研究基盤の整備

⇒情報資産の機密性・完全性・可用性を保証するためのルールやモデルの確立

⇒教育・研究・経営を支える基盤システム、情報関連施設およびインフラの整備

⇒利用者支援・運用管理体制の充実化

教育支援システム

・教育研究活動の質的向上への寄与
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⇒授業改善を支援するためのＰＤＣＡサイクルの確立

・オンデマンド授業の活用

⇒資格取得、実務教育、リメディアル教育、他大学・海外大学との授業交流

・教育活動に必要な後方支援システムの充実化

⇒携帯版ポータル、教育用ポートフォリオ・カルテ、レポート・試験の添削システム、論文・レ

ポートの引用レベルチェック、出欠管理、成績管理の改善、WWW システムの改善

・授業・教材用デジタルコンテンツの蓄積・活用充実化

研究支援システム

・研究に集中できる環境整備

⇒研究・論文執筆の支援システム（研究環境の充実化、電子ジャーナル利用環境の充実化、研究者

ポートフォリオ、早稲田大学研究情報リポジトリ、総合研究者ＤＢ）

・研究活動に必要な後方支援の充実化

⇒研究費獲得支援システム、本人による研究費管理システム、各種申請・報告手続の簡素化

経営情報システム

・教育研究活動を数量的に把握し、経営情報の多角的分析に役立て、大学経営戦略立案を支援してい

くための統合管理システムの構築

情報教育

・基礎から実務までを含めたIT教育

⇒情報セキュリティ教育

⇒学部等の徹底した基礎教育を支えるための汎用性のある情報基礎教育

⇒ IT 実務型教育
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【サイバーセキュアキャンパスの構築イメージ】

【教育支援システム構築イメージ】
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【研究支援システム構築イメージ】

【経営情報管理システム構築イメージ】
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【情報教育カリキュラムの構築イメージ】
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